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比較生産費説･国際価値論･貿易利潤 (中)

本 山 美 彦
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IV 輸出 (入)経過利潤の源泉

前節までの検討で,われわれは,国際価値論が技術係数の固定化に固執する

かきり .(技術係数の変化に無神経である論理展開もこの固執に含める), 交易

条件の変化は輸出超過利潤を発生させるが.いずれは,当該部門だけではなく,

他部門においても市場価格と生産価格 との轟鮭を進行させて,この輸出超過利

潤が価格水準の全般的上昇によって解消されてしまうのではなかろうか,との

示賢を得た｡その苦味において,比較生産費説が交易条件の変化によって,価

格比率,生産量比率,要素配分率,技術係数のすべてが変化 しなければならな

い点を明示 しえたことで,允分に 1つの課長弓を捷起 しえたのに比 し,国際価値

論ではモデル自体の展開方向を確定しえない難点を もつのではなかろうか, と

のわれわれの危供を表明したOいわんや,先進国と後進国との区分けが,モデ

ルの展開にあた って,どれほどの積極的意義を担うものであったか, という点

についてもわれわれは疑念を表明した｡この第Ⅳ節では,われわれのこの疑念

をもう少し具体化することに課題がある｡



比較生産費説･国際価値論･貿易利潤 (中) (131) 21

すでに,第Ⅱ節で説明したように,先進国Aと後進国Bとの間に,それぞれ,

第 1財 と第 2財 との特化の可能性をはらむ貿易が進行する条件は,tl<t'1,t乞<
tle,tl/tl1<国民的労働価値の換算率 <t2/t12であった (表4′参照)O 図8は

その条件を図示 したものであるO図8のB国の国民的労働価値がA国のそれよ

りも低 く評価されるかぎり,B国の t′lt'2硬練は原点に向かって (下^に) 千

行にソフトされることになるoLかも,少なくとも両国ともに輸出入が発生す

るためには,このシフトされ∴た直線は,tl/t'1と tE/t'巳 との間でなければなら

ないことになろう｡換算率が tlC線より下方にあれは,B国は2財ともに輸出

できるし,連に At2線より上~方にあれば, 2財ともに輸入することになるO

わか りきったことを言っているようだが,この点の確認はきわめて蚕要な意味

をもってくるO この2財はア ト･ランダムに抽出された2財ではなく.員的意

識的に摘出された財であるとい 図8 国民的労働価値の換算率

うこと,しかも比較生産費説で

は商品交易条件 (価格が価値を t.

正確に反映するかぎり要素交易

条件でもよい) と国内商品交換

比率との間にズレさえあれは貿 第

易が発生したのであるが,国際 品

価値論では,いわゆる交易条件

の変化だけでは貿易発生の充分

条件ではなく,さらにこれに各

国労働価値の換算率が加味され

なければならないか らである｡

比較生産費説にあっても,モデ

ル内で交易条件は決定されなか

ったo Lかし,国内国民的労働

価値の換算率よりも大きい格差

L Ll t tl

第2財

(注)Aは等 空で換算率は意

Cは繁 で換算如 与
したがって,BD の換算率は
t2/t2′より小さ(,tJ/tl′よりも大きい.
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と小 さい格差 とを もつ ものの代表 として両国の交換比率 とのズレさえあれば,

均衡点が移動 しえたので,要素配分変化の説明は比較的簡単 であったo Lか し,

国際価値論では,交易条件に相当する国民的労働価値の換算率の大 きさそのも

のが決定的重要性をもつのである｡それはモデルに とって外挿的か内在的かの

判別理由に照 らして重要 なのではな く,換算率の大 きさそり もO-)が正確に秤量

されねばならな くなるか らであるO この点少 し詳 しく吟味 しよう.

国際価値論の世界では,価値の国際的適用 という次元か ら論理が組み立てら

れてきたい きさつがあるためか,常に価値論の次元で論 じられ る傾向があるO

結論先取的に言えば,輸出超過利潤の源泉は何か と常に論 じられているの も,

あ くまでも価値が正確に変化に照応するものと前提 されてきたか らである｡そ

もそも,木下悦二氏の設例 (表 2)か らも明らかなごとく,A国の綿糸 1相が

B国の市場価値価格 (苦 しい表現であるがいまは問わない) で販売されるとす

れば,金10gの超過利潤をA国綿糸部門は取得できる｡ とは言え,B国綿糸部

門はこれに よって何 らの損失を も蒙 ったわけではない｡ したが って,A国綿糸

部門の超過利潤をB国か らの価値搾取 と見 なすわけには行かな(なる｡木下氏

のように,労働 の節約か らこの超過利潤が生 じる2日, というの も次元の異なる

21) ｢問題は国際的分業によって社会的労働の節約が可能であるというところにあるのではないO

重要なのは,資本主義の下では.世界市場における価値法則の作用が国際間の貨幣1両値の相対的

相違のなかに国民的生産力水準の相違を隠蔽し,両国の生産力体系の不整合を生産物価格水準o)

絶対的相違に還元することによって,国際的分業の社会的労働節約の効果を資本のための超過利
潤の源泉にうりかえているという,それの現象形態にある｣(木下悦二 『資本主義と外国貿易』,

有斐閣,1963年,196ページ)｡
もし, L貨幣価値の相対的相違のなかに国民的生産力水準の相違｣が隠蔽されず】生産力水準

の差がそのままむきだLになれば,B国綿糸は完全に敗退するであろう｡この場合,A国綿糸の
価値が国際価値そのものになるだろう｡貨幣価値の相違があるからこそ.A国綿糸は生産価格以
上に売れる｡したがって 超過利潤かAFEl綿糸部門は取得できるU木下氏のここまでの論述は素

直に理解される心しかし,このことと｢労働の節約｣とはどう関連するのか.もし,B国綿糸部

門が完全に撤退すれば,世界的厚生は増加し,労働は節約されたことになるだろうが,それが残

存したままであり,A国綿糸部門側の技術係教が不変であるとき,どの労働が節約されたのかp
木下氏はA国の輸入 (小麦)が廉価になり,A国小麦部門の労働が節約されることを想定されて

いるのかも知れないoLかし,ここで問題にしているのは,A国のみが綿糸を抽出する場合であ
る｡廉価な輸入財に関係な(A国綿糸部門は1梱あたり金≡10gの毒冒過利潤を取得する｡この金

10gとは何なのか｡この点の説明が依然として重要なのである｡
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領域を もち込む ことになってしまうだろう｡ この点の議論の混乱は,国際価値

論で国際市場価格な り,貨幣価値の国民的相連なりのタームを導入することに

よって,モデルを価値の次元か ら生産価格論の硯域に無意識に移 した ことを自

覚しないことか らくるりではなかろうかo rh-場価格,生産価格の次元にモデル

が移 り,それゆえに こそ市場価格の生産価格の帝離の帰結 として出 て きた 金

10gを価値的に理解 しようとした点に混乱が生 じたのである｡輸出超過利潤の

源泉は単純なものであるO市場価格 と本来的生産価格 との差額分がそれであり,

それ以上のものでも,それ以下の ものでもない22)Oその差額の裏付けは何かと

問われれば,インフレ- ンヨソと同じく価値の分配率を変えるものだか ら,国

内の価値であれ,国外の価値であれ,分配が不利になった個所の価値が移転す

るものと言わざるをえない｡ しか し, この種の議論は無意味である｡そ もそ も,

一時的超過利潤の源泉に必ず価値の裏付けを要求するという弊はいつか ら定着

してしまったのかoたとえば,インフレ-ショソ利得は,価値の再分配機能を

もつものの,一時的物価変動 と価値の変動 とは無線であることは,価値論の基

本的約束事ではなか ったのかO

いま,第 1財 1単位の価格を Pl,第2財のそれをP2, 第 1財生産量をⅩ単

位,そのうち輸出に廻される分を Ⅹe単位,内需用を Ⅹd としようO 均衡的

第 2財生産量をY単位 とするOさらに,第 1財 1単位を生産す るのに要する第

1財を al単位, 同じく第2財 1単位を生産するのに要する第 1財を a2単位 と

する｡ tl,t2 を第 1財 1単位, 第 2財 1単位を生産す るのに必要な生 きた労働

U)労働時間数 とし,Wを労働時間 1時間の再生産に必要な第 2財の単位 とする.

平均利潤率を rとするC,2財による再生産構造が完結す るには次の等式が成立

するだろう23)｡

22) 木原行雄氏の次の見解をわれわれは積極的に評価したい｡ ｢輸Luによる適当過利潤は,その国で
生産された価値ではないが.同時に他国で生産された価値の無償移転ともいえないqそれは主と
して,国際商品流通の中から国際分業の利益として生まれる独特の価値である｣ (同氏 ｢輸出に
よる超過利潤の本質｣(『東京経済大学創立65周年記念論文集』,218ペ-i;).｢国際分業の利益｣
とか｢独特の価値｣とかの.あいまいな表現で具体的な表象が提示されてはいないものの,これ
までの死角をみごとに突いた発言であると言えるだろうD
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Pl-(1十r)(al･Pl+t⊥･W ･P2) ㊤

P2-(1+r)(a2･Pl+【三･WIP冒) ④

Ⅹ-(1+r〕(a工･Ⅹ+a2･Y) ④

Y-W(1十r)(t.･Ⅹ+t2･Y) ⑨

Ⅹ -Xe十Ⅹd ①

㊤.◎式 か らわれ われ は,Pl/P2と rとを得 るこ とが で きるO す なわ ち,坐

産 価格 の比率 と平均利潤率 とは.al,a巳,Tl,T2,W,等 の技術 係数 が固定的 なか

ぎ り, 2財 の生産量 とは無関係に決定 され るの であ る｡ この ことの もつ意味 は

重要 で ある｡ た とえば,Plが海外市場 での高値 を反 映 して, a 倍 だけ市場価

格 が上 昇す る とすれ ば (生産価格 か らの轟 離) αPlはそのまま第 2財 の生産 に

入 り込 み,P2も上昇す るか らである｡ す なわ ち,第 2財 もまた αP2とな るこ

とは,Pl/P2とが生産量 の如何 にかか わ らず,技術 係数 に よって決定 され,-

23) 言うまでもなく,底塩信雄氏が常用される数式を変形したものである｡たとえば,同氏 ｢価格

論｣(遊部久蔵はか崩 『資本論講座』第4巻,青木書店,1964年,所収).参照｡ただ,氏の重要

な説明をここで引用しておこうo

｢マルクスの第1cD結論O く生産価格)の捻計は,価値総計に等しい｡ この結論について

考えるには,まず く生産価格)と価値の質的関係を考えなくてはならない｡価格とは1商品の価

値が貨幣商品の一定量で相対的に表示された形態であり,価値とは胡二金的必要労働時間を内実と

する絶対的な大きさである｡ したがって,価格と価値との量的な比較ということは無意味であ

る｡数学的にいえばディメソi/=ソを異にする二つの豊を比較することになるからである｡した
がって,価格と比較されるのは,価値ではなくく価値価格) でなくてはならない｡ したがって

『く生産厄格)の総計は く価値価格〉の総計に等しい』という命題に置き換えて始めて, その当

否を問題にすることができる｡ところがこの命題は明らかに誤りであるO (以下数学的証明

あり) したがって,マルクスが く総計一致)の命贋でいおうとしたのは.価格の如何にかか
わりなく価値拾計は一定しているということである｡ 一 諸商品の 〈生産価格〉総計 がいかに

く価値価格)の総計から離反しようとも関係のないことである｣ (同氏 『マルクス経済学- 価

値と価格の理論』筑摩書房,1977年,42-43--/)oおなじく.置蝿氏の次の頼塙も貴重である

｢貨幣で表示した利潤総計は,剰余価値総計が不変であっても増減しうるO -その理由は,す

べての商品 (貨幣商r.E]nを含む)が価値1りずれた交換を行なうから,剰余価値が相対的に貨幣商

品で表示される大いさが異なるのである. マルクスが利潤と剰余価値の総計-敦の命題で証

(同上書,44ページ).

置塩氏U)範調点に注意されたいO輸出超過利潤も同様の静脈で理解されるからである｡さらに,

置塩氏は ｢いわゆる (転形問題〉において く総計一致〉の命題を雑務するための,多くの,無駄

るが,われわれも｢輸出超過利潤の源泉｣論争について同様の感慨かもつ.
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定の情をもっからであるOしかも,この P⊥/P巳の値はrとも無関係であるO

初期の aPlは①式のrを上昇させるものの,P且が α倍に上昇する過程でr

の超過分は αPl,αP2に吸収されることになるだろうOなぜなら,第 1財が

apュ,第 2財が αPZになり,両価格の比率が,初期の Pl/P空の値に収欽する

とき,上昇した価格体系のもとでの平均利潤率は,初期O-)rより大きい値をと

ることは不可能である.上昇 した αPl,aPZが新しい生産価格であるo

Lかし,第 1財の輸出により,内需用に廻す第 1財の生産量が減少するとき.

この市場価格と生産価格 との諦離はもっと極端になるだろうし,調整プロセス

(価格体系の) もより速やかとなるだろうOこの場合上記の等式以外に等式①

〔P⊥/P2-Y/Ⅹ)が重要な意味を担 うことになる｡言うまでもな く, (力 式 の

Pl/P2と②④式で決定される Pl/P,とは異なって くるO 紛 らわしさを避ける

ために,①式は次のように表現し直されるであろうo

P'l/P12-Y/Ⅹd 任)

少なくとも Ⅹeの単位あた り価格の上昇 (国際市場価格に一致)は Ⅹdの価

格を上昇させるが,これは短期的には⑦式の Pll/P'2>Pl/Pzとなって, 市場

価格が需給関係を反映するようになるOしかし,この一時的不均衡 も㊥式 と(カ

式によって早期に修正されることになるoすなわち,@式によって,上昇した

価格 Pll((要式を成立させるためには, これは住)式のrの上昇によってバラン

スがとられなければならない)は P2をも上昇させることになる｡同時に④式

の Tの大きさ (これを r'として表現 し直せば r'>r) に引き寄せられて,第

2部門の資本 と労働が第 1部門に移動 し,結果的にはY量が減少することにな

ろうO これは(か式によって,P120)上昇として顕現するO この2つの過程から

2部門o)市場価格は上昇するが,次に第 3段階のプロセスとして再度①式が登

場することになろうO以前の段階では第 1財の高価格は,第 1部門の利潤率の

上昇によってバランスが とられていたのであるが,今度は,①式の P2が P'且

に上月 したために,r'はもとのrに下落しないかきり,新しい価格 P'1に適合

しなくなるOこうして落ち着いた均衡ノ引ま,Pl,PZが α 倍ずつ上昇 し,rは
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もとのままである｡すなわち,初期の第 1部門の輸出超過利潤 とは,第 1財価

格 P.が P'1に上昇 したために,rが r′になっていたこと (要するに生産価

格以上の市場価格が成立 した こと)か ら生じたものにすぎず.一時的撹乱が終

われば, これは P2を P'2に変化 させ,第 1部門の超過利潤 も第 2財の価格上

昇に吸収される｡ このとき,P'1,P12 は新 しい生産価格 とな り, 市場衝格は上

昇 した生産価格に転化するのである｡ このプロセスの3つの段階を表式化すれ

ば,表 5のようになるだろうO

-応のプTlセスについては上記の過程の整理によって説明しつるが,注意 し

なければならないのは次の2点であるo弟 1点は,すでに,第Ⅲ節で説明した

蓑 5 輸出超過利潤渦王威のプロセス

(注)第1段階は第1財の国際市場価格が上昇して,第1財価格が上昇するとともに,内需用第
1貝オが減少する過程｡
第2段階は第1財価格上昇のあおりをくって第2財価格が上昇し,かつ第2部門の資本と
労働とが第1部門に移動して,第2財の園内供給が減少する過程｡
第3段階は,第1財と第2財との価格がともに上昇することによって,第1部門の超過利
潤率が第2財の価格上昇によって吸収される過程｡
新しい均衡とは,ともに上昇した第1財と第2財の市場価格が生産過程に転化した過程｡

ように,第 2部門か ら解放される資本 と労働のすべてが第 1部門に吸収さhる

わけではない. という点があげ られる.第 1部門の右横的構成が高 く,第 2部

門の有機的構成が低いとい う国際価値論の了解事萌 (第 1部門 とは工業部門,
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第2部門とは農業部門と想定される- 第Ⅱ節で説明ずみ)にB.TJるかきり,節

2部門から移動 してきた不変資本に入 り込む生産要素のすへては第 1部門に吸

収されるが,生きた労働のすべてがこの部門に吸収されるわけではない.技術

係数が固定的であるかぎり,労働の一部は遊休化する. したがって,新しい.狗

衡点における剰余価値率が不変のままにとどまるかぎり,この社会の絶対的利

潤量 (価値タームからみた)は減少することになるだろう｡ しか し,投下資本

(C+V)総量cDV部分が減少するので,平均利潤率は以前に比しても不変のま

まとなるO第2に注意す-き点としては,第 1段階における第 1財生産価格か

らの市場価格の蔀離率である｡いまA国の国民的労働価値に対するB国の国民

的酬動価値の換算率鴇 とすれば･#1財の国際市場価格は Pl･β･t,1/tl であ

ろう｡すなわち,第 1財の生産価格に対する市場価格の帝離率が t′1ノ･β･tl に

なる｡ とすれば,第2部門か ら第 1部門に移動するであろう資本 と労働との大

きさはt'l/β.tlの値 と重要な相関性をもつことになろう｡いずれは,A国全体

の価格上昇率が t′1/β･tlと等 しくなるのだから,この大きさは,第 2財のB国

における価格との関係如何によっては,強い輸入誘発効果をもつことになるだ

ろう｡すでに暗示されていることだが,われわれの蓑5による輸出超過利潤消

滅の過程は.A国が輸入をしないかぎりでのことであった｡ しか し,A国自体

の全般的物価上昇は,当然にB国からの輸入を誘発 しやす くなるであろうo L

たがって, この輸入が開始されるための条件は,B国策2財の国際市場価格と,

A国第2財の国際市場価格 t'2/β･tlの大きさの程度 と関係するのであるO換言

すれば,第 1財がA国から輸出され,第2財が輸入されるが,両者の価格体系

が互いに切断されたまま放置されるわけには行かなくなる｡国際価値論では,

第 1財の価格が t′1/β･t･Plとなることで輸入財の価格が t12/β･t2･P且 との間に

相関性を見出してはいないが,輸出超過利潤率が市場価格,生産価格 (価値で

はない)の全般的上昇を もたらすことによって,貨幣価値の相対的相違を大き

くしてしまう点はも-ノと重視されてもよいだろう.いずれにせJ:,価格水準の

全般的上昇によって.輸出そのものは停止するのである｡
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輸入 (超過)利潤と言われるものについても,輸出超過利潤 と同じく,生産

価格 と市場価格 との乗離にその源泉をもっ｡ この利潤 もまた輸出超過利潤と同

じく,大まかには3つの段階を経て消1成して行 くものである｡ただ輸入利潤は,

同時に負の利潤が伴われる点に輸出利潤 との差異があるo

AB両国の国民的労働価値の換算率よりも第2部門の生産力格差がないため

に t'2/β･t2く1であるとき, A国第 2財価格 P2 はB国のそれ よりも小 さくな

って しまう｡当然,､A国には廉価なB国第 2財が流入 して くる｡ したが って,

上記の数式は重要な変更を受ける.A国内において,第 1財 と第2財 との再生

産論的連関が著しく破壊されるか らである｡
まず.第 1段階 としてA国第 2部門は,第 2財価格の下落に対応すべ く,固

定的技術係数のもとでは, 白部門の利潤率を下げなければならなくなるだろう｡

すなわち,㊥式は,

P2-AP2-(1+I-Ar)(a2･Pl+TZ･W･(Pz-AP2) ㊥

となる｡第2財の市場価格が生産価格を下廻 ることによって,利潤率が この部

門で減少 した ことを意味する｡

他方で,A国第 1部門はただちに自部門の利潤率を増加させることになるだ

ろう｡すなわち,

Pl-(1+I+Ar)al･Pl+tl･W･(P2-AP2) ⑨

となるOなぜか,論者の多 くはこの第 1部門の利潤率上昇のみに注 目している

が 24),第 2部門で喪失され る利潤を も考慮に入れるとき,生活資料が廉価にな

24) 国際価値論の依り拠はマルクスの次の章句であろう｡
引用⑧ ｢もうlつの問題- それはその特殊性のためにもともとわれわれの研究の限界の外に

あるのだが- は,貿易に投ぜられた,ことに植民地貿易に投ぜられた資本があげる比較的高い

貿易に投ぜられた資本が比較的高い利潤率をあげることができるのは,ここではまず第1に,
生産条件V)劣っている他o)諸国が生産する商品との競争が行なわれ,したがって先進EElのほうは
自国の商品を競争相手の諸国より安く売つてもなおその価値より高く売るのだからではある｡こ

の場合には先進国の労働力r;比重の大きい労働として実現されるかぎりでは.利潤率は高くなるq
というのは,質的により高級な労働として支払われない労働がそのような労働として売られるか
らである｡ (かなりの長文中略) この恵まれた国は,より少ない労働と引き換えにより
多くの労働を取り返すのである. ･中略 一平均化は行なわれるが,しかし,リカ-ドの考/
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った. とい う理 由のみを もって,国民経済全体 の利潤率が上昇す るとは言 えな

い ものである (第 2部門の技術係数が変化す るか ぎ り,その可能 性 は 出 て く

ら)a

第 2段階は,不利になったA国第 2部門の資本 と労働 とが,有利になったA

国第 1部門に移動す る過程であるO この場合,①式は棟能 しないoA国第 1部

門は労働者 a)生活資料をA国第 2部門か ら調達す る必要が ないか らである｡ し

たが って, た とえYの減少が あって も P2の水準が上昇す る誘田は働かないで

あ ろう｡ しか し,Yの減少の反面 である解放 された資本 と労働 とが,第 1部門

の新 しい競争者 として立 ち現われ て くることに なるだろ うO競争 の結果,第 1

部門の超過利潤率は解消 し.Plも下落す ることに なる｡ 輸 出超過利潤の場合

は,世界市場での高価格 の作用 もあって,た とえ,第 2部門か ら解放 された資

本 と労働 とが新たな競争者 となって も.Plが下落す ることはなか ったO 第 1

部門の超過利潤分は P2 の上昇に よって吸収 されて行 ったのである｡ しか し,

輸入利潤におけ るケースでは,そ もそ も Plの高価格を維持す る世界市場 の誘

＼えるように旧水準への平均化ではないのである｣(『資本論』,第3巻第1乱 向坂訳,岩波書
伝,294-5ペIi>)｡

引用6)｢たとえば植民地貿易も同様である｡植民地では,奴隷制や自然の豊かさのために,労

働の価値は古い国々よりも低い｡ 中称 母国の資本が任意にこの新しい産業部門に移動し

うるとすれば,その資本は確かにこの産業部門の独自な超過利潤を引き下げるであろうが,しか

し,それは利潤の一般的水準を引き上げるであろう｡
このような場合にはT)カードはいつも次のようなきまり文句で切り抜ける.すなわち,しかし

従来の産業部門では,それにもかかわらず充用労働量は同じままであり,同様に労賃もそうなの

である,と｡ところが一艇的利潤率を規定しているものは,あれやこれやの産業部門ではなく資

本が自由に移動しうるすべての産業部門での,支払労働および前貸資本にたいする不払労働の割
合なのである｡この割合は, [これら産業部門〕の9/10においては同じままであるかもしれない

那,しかし,それが1/10において変動するとすれば,10/10における一般的利潤率も変動せざる

をえないのであるb 前貸総資本に比べて剰余労働が増大したにもかかわらず,各個別資本の
得る取り分は元のままで,剰余労働のなかの従来の取り分まで引き下げられるというようなこと

はないのである｣(『剰余価値学説史』,全集.第26Ⅱ巻,5871589ページ)｡
率直に言って,この引用⑥①にはとまどわざるをえない｡輸出確過利潤は字義通りの増大した

｢剰余労働｣-｢不払労働｣なのだろうれ 他国の労働を不払労働として自国に取り込んでいるの
であろうか.専武人競合部門の負の利潤は? 市場価格と生産価格とり茄勝の問題は?輸出国,棉

入国がともに利益を得ながら,不払労働が先進国に入る理EElはワ1労働日-3労働日は不等盾交
換なのか? 何のための労働価値の換算だったのか? マルクスの章句の中でもっとも困惑させ

られる個所である｡
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国が存在 しないために,競争の激化は,所与の技術係数に適合する生産価格の

水準にまで下落するものと見なければならない. したがって,

Pl-AP.-(1+I+Ar-Ar)tal･(Pl-Apュ)+T2･W･(PP2-L4P2)1 ⑲

という等式に落ち着 くことになろうO

この低下 した第 1財の価格が第 2部F耶こ入 ることによって,第 2部門の負の

利潤率は元の水準に回復する過程が次の第 3段階であるOすなわち,

P2-dP2-(1+r-Ar+Ar)Ial.(P1-APl)十Tl.W･(Pま-APE)) ⑭

とい う水準が定着するO こうして,最終的調整を経たのちには,初期の生産価

格 Pl,Pe J:り AP l,AP2分だけ下まわっていた市場価格が新 しい生産価格

P′1,P′2となる｡再度,

P'1-(1+I)(al･PJl+T.･W･P'2) ㊥

P'2-(1+I)(a2･Pll+r2lWIP'2) ⑱

蓑 6 輸入 (超過)利潤消減の過程

第 P2-AP,-(1+r-1r)fa2.Pl+I,.W.(P2-APE))

1段 Pl-(1+r+Ar)ta⊥.Pl+71.W.(PB-APE))
階 Yの減少

第2 yより資本と労働の解放- Ⅹ増加

倭脂 Pr AP1-(1+r+Ar-Ar)fa1.(P1-dPL)+T1.W.(P2-dP2))

節3段階 P2-APF (1+r-dr+Ar)(al.(P1-AP1)+72.W.(P5-AP?)I

釈し Pl'-(1+r)(al.Pl′+Tl.W.P/)

(荏)第1段階では廉価な輸入財により,A国第2部門に負の利潤,A国策1部門に正の超過利
潤が生じることを意味している｡
第2段階は,第2部門より資本と労働とが解放されて,第1部門内での新しい競争が第1
部門内の超過利潤率が消滅する過程｡
第3段階は,第1財の市場価格が新しい生産価格にまで下がり,これを用いる第2部門の
負の利潤率が回復する過程,

新しい均衡とは生産価格が低い段階で定着し,市場価格がそれに一致している状嵐.
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という水準のもとで,以前より低い水準の生産価格 と,以前の水準に等しい平

均利潤率が定着するのである. PI1,P12の極限値は.t′2/β･t宅を初期の Pl,P2

に乗じたものであるOこの段階で輸入は停止するO この輸入 (超過)利潤消滅

の過程を整理したものが,表 6であるO

おそらく,この輸出超過利潤消滅の過程 と輸入超過利潤消波O-)過程 とは同時

に進行するであろうが,この両者の進行速度にはズレがあると見なす方が自然

なので.調整過程の各断面における1国の平均利潤率は上下変動を繰 り返すで

あろう｡この過程は複奈臣な様相を塁するであろうし,蓑5,6のようにきれい

に整序することはあまり意味がないであろうが,しかし,原理的には両利潤の

源泉は市場価格 と生産価格との諦難にあり,これらがいずれは消滅すると結論

することはできるのであるo

V 国民的労働価値の換算率

前節で検討したように,国際価値論では.国民的労働価値の換算率が基本的

に重要なタームとして登場してくる｡そもそも2国2財を比較して貿易の可能

性があるのか,ないのかを判定するには,この換算率の大きさが確定 していな

ければならないし,貿易が及ぼす国民経済の調整プロセスを追求 しようとすれ

ば,生産価格か らの市場価格の諦離率 t11/β･tl,あるいは t′2/β･t2の大きさが

確定しないかぎり,すなわち,超過利潤の大きさが確定 しないかぎり,プロセ

スに働 く黒帯的作用の性質を掴みとることはできないであろうorヨ∵亡に営まれ

ている貿易の根拠を示すだけなら,換算率 と生産力格差 とのズレがあるはずで

ある, と言 う程度でも許されるであろうし.1回限 りでの断面における貿易の

可能性についても.感覚的におぼろげに感 じとれる給体 としての両国生産力格

差よりも格段に格差の大きい産莞部門の輸出可能性を指摘しておけばそれです

むであろうo Lかし,繰 り返 し継続する調整プロセスの中で,先進国がますま

す有利に,後進国がますます不利になるという累積作用が発生するのか,それ

ともまった くしないのか,といった局面を分析しようとすれば,格差が ｢ある
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はずだ｣ではなく, ｢ある格差の大きさ｣はどの程度なのか, といった点が把

握される必要があるだろう｡その必要がない,とすれば,そもそも.先進国,

後進国といった,そしてまた工業財,農業財 といった.限定された2国2財モ

デルを想定する必要はなく,ただ,比較生産費説のように,無限定な2国2財

モデルと,もしも ｢交易条件に変化があれば｣国民経済において生産要素V)再

配分があるであろう, という程度の結論をもってくればすむ問題であろうOモ

デルをわざわざ厳 しく限定する意義は,その限定によって,局面への切 り込み

がより叙≡角的になりうろことにあるO国際価値論が入 り込んでいる袋小路はす

べてこの国民的労働価値の換算率 r貨幣価値の国民的相違)の大きさを確定で

きない点に原田がある,と言い切っても過言ではないo

もちろん,理論的な斉合性と計測可能性とは必ずしも同義ではないOにもか

かわらず,実態経済の分析能力によって,経済学の効能が好むと好まざるとに

かかわらず決定されるとすれば,理論的斉合性の損傷を最小限に軽微にしつつ,

計&rJはせめて近似値で我慢すべきであろうO理論的厳密性の過度の追求は,経

済学を言葉のみの世界に堕落させることになろう｡

国民的労働価値の換算率が各国の中位の労働強度と生産力を反映すべきもの

である点は,おそらく,何人も否定 しえないはずであるoにもかかわらず.現

実には,数十万笹以上にまで拓が り尽 した社会的分業の何をもって中位 と決定

できるCr)かo こうした決定の小口｣能さを熟知するからこそ,経験的に検討しう

る確定的数値を求める営為が国際価値論では続けられてきたりではなかった0)

か｡ こうした営為に升 して,おそろしく抽象的 レベルからの原則論が絶えず蒸

し返されるところに国際価値論の悲劇が発生しているのではなかろうかO無原

則的,かつ安易な計量化-の免協は忌むべきものであろうo Lかし,検証の機

会を提示 しえないスコラ的論議はもっと忌むべきものであるO

おそらく, この局面の微妙な影を熟知 していたからこそ. リカー ドゥ的交易

条件の確定と,名和統一氏の基軸輸出商品説 とが出てきたのであろ う 25㌔ 注25

25) ｢金鉱山を有しない国ではその国の輸出商品を生産する労働の対象化が世界市場で金と交換ノ
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に掲げた名和氏 の長 い引用か ら明 らか なご とく,氏 の説 明 とマル クスの引用①

(本稿注⑳) とのズ レを指摘 して も無意味 であ ろ う｡非金生産国が 世界市場 に

お いて貨幣用金 を取得 で きるのは 自国財 の輸 出を通 じてのみ であ るし, この こ

とは,世界市場 にお いて輸 出財 と金価値 とが現実に秤量 され るはかが ない こと

を意味 してい る｡世 界市場価格 は, したが って. この主要輸 出部 門の生産 力を

基準 として現実 に評価 され る以外 に方法が ないか らであ る｡ 中位 の国民的 労働

価値 と簡単 に表現 しえて も.肝心 の中位 の労働 なる ものは.世界市場 に登場 し

て くれ ない (それ よ り生産力格差 の商い もo)のみが輸 出財 として世界 巾場 に登

場 す るにす ぎない)o Lか も,物 々交換 の Lg_界 では な く,その仲 介に金を設定

す るか ぎ り,繰 り返 され る世 界市場 の交換過程 にあ って,輸 出財 と金 とは 自ず

か ら秤量が なされて い るので ある｡ 国民的価値 の換 算率 とい うとき,抽象理論

的 には ともか く,実際 に換算率を計量 しよ うとす るには,具体的 な財 の具体的

な労働 投 入量に よって,秤量す るはか に,秤量 化に は どの よ うな術が もちい ら

れ るのであろ うか26㌔ 基軸商品 もその 1つ であ るo

＼されることにJ-って金生産労働に代位するが,この場合輸出商晶を生産する労働が世界市場に
おいてこの国の国民的労働そのものを代表する, ところでこの国が先進国であってその輸出

商RE]o工業製品が,国内ではこの産業部門が前時代に較ぺて労働生産性の進歩が他の産業部門,

たとえば農業部門に較ぺてその進歩程度が著しくても,この労働生産進度の差異は既に計算に入

らなくなっているのに,それが世界市場に出るとその労働生産性進歩o)故に強度o)より大なる労

働として評価される｡より大なる貨幣量で表現される.両もこの輸Et5=業部門の労働がこのより

大なる貨幣量で表現されるだけではなく,それはこの国の国民的労働の一定部分であり,国民的

労働の代表としての役割をなしておることから.労働生産性進度のそれ雀書くないっ相対的には

遅れている他の産業部門,農業労働も国民的労働として同様の貨幣表現を受ける,その生産物価

値はこのような膨らんだ価格表現を受ける｡ 垂するに,先進国の国民的労働が,一般的に,

又全体として後進国の国民的労働に較ペてより大なる貨幣表現を受ける｡その際に輸出=業の労

働が国民的労働を代表し,輸出二⊂業労働の生産性を以てこの国民的労働全般が一定の貨幣表現杏

受けるのであるが,他の産業部門農業部門についてその労働生産性進度は輸出工業部門のそれに

校ペて後れているに拘らず,農業部門労働について引7iJ様の貨幣表現がなされる8輸出工業労価

によって代表される一般的,全体としての国民労働の貨幣表現と,個々の産業部門における実際

の労働生産性国際比較のこの吸い違いから,貨幣の相対的価値が先進国においてより小であると

いうことが起るのである｣ (名和統一 『国際価値論研究,n,＼1949年,259べ-ジ)｡

26) 岩田勝雄氏は,比較生産費説的立脚点に立つかぎり,国際価値論は名和氏の ｢基軸産業｣説か
ら脱却できないのではないか,との疑念を表明され,後述の柴EP氏と同様にっ比較生産蛮格差で

はなく,生産性の変化率に重点を置くモデルの横顔をめざされている.これまでの国際価値論は.

『資本論』第 1巻6編第20章 ｢労資の国民的相違｣の字義解釈を中心とした研究を第1の流れ/
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蓑7 名和統一氏の設例 しか し, このように実際的な要請を重

視することによって,名和氏の基軸商品

説の擁護を行なってみて も,名和氏自身

に重大な錯誤が見受け られる点は無視す

るわけには行かないO名和氏の設例は,

先進国側か ら見 る視点 しかないか らであ

る｡衰7は氏の設例の要約であるO

-点して明らかなごとく,A匡Ⅰにとっ

ての主力輸出財はP財であるが,A国が

(警 行雷雲莞ア讐冨琵琶雷雲昌弘諾 詣 Q財を輸入するかぎり･蛸 の主力輸出

｡器 に誓芸去三も盲国際価値紺 究』, 財はQ財であるoいうところの基軸商品
1949年,2451246へ~ゾより要軌 が工業財Pのみでなければならない論拠

は, どのように好意的に解釈 しても出て くるものではないOそ もそ も, ここに

は,名和氏がせっか く秤量化の具体的道を設定 しえたはずの,世界市場におけ

る各国輸出財 と金 との交換がいつのまにか消失して しまっている｡｢基軸産業｣

とは先進国の主力産業,およびそれ と同種の後進国産業であるO これでは,変

転 きわまりない ｢基軸産業 1の推移によって,労働価値の換算率 もめまぐるし

く移 り変わることになるOそもそも,現在の日本の基軸産業, 自動車,鉄鋼,

造船の価値 とそれ らの何 1つを もっていないセイロン (主力産業が紅茶) と,

日本 との労働換算率は とう算定すればよいのかO

＼とし,その命願を国際的経済関係に発展させる流れを第2の流れであると分解されたうえで,
次のような負重な発言をされている｡
｢藷2のリカ7-ド比枚生産費説と績びつける見解は周知のように故名和統一氏によって捷起
された考え方で,名和氏はく基軸産業)説を打ち出して国際価値論の具体的展開を試みようとさ
れたのであった｡名和氏の見解が出されて以降いわゆる国際価値論争が巻き起こされたのである
那,論争に参加した多くの論者は,名和理論の欠陥を補いつつ国際価値論の体系化を試みられた
のであった.しかしリカ7-ド的解釈に依拠するかぎり,むしろ名和理論の領域を越えることが
できなくなり,結果的には く基軸産業〉説を補完することになってしまったように思われるr
(同氏 ｢国際価値論の諸論点について｣(『立命館経済学』第27巻第6号,1979年)D同様の述懐
としては,北EEl芳治｢『国際価値論』の批判的研究｣(『産業貿易研究』第29号),蓉席｡
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いたずらにあげ足をとる愚は自戒しよう｡金商品を登場させないかきり,名

和氏によって表象されるのは (排除法によるかぎり)各国の主力輸出商品にな

らざるをえないであろう (この場合,輸出品の加重平均を云々したところで,

問題の所在は変 らない)27)｡ とすれば,岩田勝雄武がみごとに喝破されたよう

に, リカー ドゥ的世界の問題に帰着するのである｡すなわち,イギリスの主力

輸出商品フソ十と,ポル トガルの主力輸出商F]rl｡プド一滴の体化された労働時間

数の比較をそのまま換算率とするのが自然なようにも思えるO

しかし,このように譲歩しても,なお理論的には困った問題が生じる∪財の

単位の確定をどうするのか, といった新たな問題にわれわれは直而するからで

あるO リカードゥは初発から1 1の特殊な交易条件を想定することによって,

莫際に生じる困難性を回避したo Lかし,1.1の交換比率を想定 しうる財の単

位 とは何なのであろうか｡

リカー ドゥ的,および比較生産費的世界はともか くとして,既述のように,

tl<tl,t之<t′2を想定する国際価値論ではモデルを限定したためにかえって,読

2者 とは異なった困難性 もまた生じることに注意されねばならない｡結論的に

言えば,2国間で互いに輸出と輸入の両方向が生じるためには,tl/t'1<t2/t'2

という条件だけでは不充分であり,さらに,tl/t′l<tl/tJ2,および tl/t'2<t2/t′空,

すなわち,t′1>t'2,および tl<t2というきわめて不自然な2条件が付加されな

ければならなくなるo要するに議論は胴々めくりをはじめるのであるoたとえ

ば,第 1財の価値の万が常に第2財の価値よりも常に大 きい,などとは,モデ

ルをいかに限定的に考えてもこの種の事態を普遍的に表象することは不可能に

近 くなるか らである｡さりとて,中位の労働を云々して も,モデルは前方への

途を見出しえない｡国内的に第 1財 と等価に交換しうる第 2財を想定すること

によって,一見この困難な旺路は打破できそうvLも思えるo Lか し,A国で等

価に交換できる同程財が13国で等価に秦換できない,というまったくどうしよ

27) 松井済民の｢世界的労働｣概念も,貿易品の加重平均にならさるなえない｡同氏『世界経済論
体系皿 右襲軌 24-25べ-ゾ,秦照∩
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うもない袋小串に議論はぶちあたるのである｡そもそも,自動車 1台の価値>

小麦 1kgの価値 と表現しえたところで,問題のありか. および論理はどの程

度明確化され,深化させられるのであろうか｡致命的な欠陥は,基軸産業説で

は,B国の2部門の価値比較がA国と切断されて,単独でなされなければなら

ないところにあるo少なくとも,tl/t′1くt2/t12という条件の範囲なら, 小麦は

1トンでも1kgでもどちらでもよく, 単位の限定化を必要 としない｡ しかし,

t′▲>t′巳という条件が付加されることは, 財のおのおのが単独でその価値の大
きさを確定されねばならなくなるのである｡問題はあくまでも財の単位のとり

方にかかわってくるO

問題のありかを単的に示すべく図9で3つのケースが表象されている｡各ケ

ースは,tl/t′1<t2/t'之,t.<t'.,t2<t′2の条件を満たしたうえで,(1)t⊥<t2,t'⊥<

t′2のケース ;(2)tl>[2,t'l>t′2のケース ;(3)tlくt2,t11>t12のケースに分けて

いるotl/t'l<tJt12であるかぎり,tl>t2,tll<t′2を満たすケースはないので,

ヴァリエーt/ヨンは3種であるoA国国民的労働価値に対するB国国民的労働

価値の換算率は,両国の主力輸出商晶の価値比率 tl/t′2であると想定する｡す

なわも,世界市場部面で等価に現実に交換されている財の国内価値が比較され

ているOいずれのケースでも,t′Jlt′12線がB国の国民的労働価値を tl/t'2分だ

け小さくして,A国の価値に換算 したものである｡すなわち,B国 t′lt′2線を

下方へ平行すこゾフTlさせたものであるoLたがって,t''lt〝2線の切片より小さ

い (原点)方向にA国の tlとB国の t′2 が位置 しなければ,初期の前提に反

することになるo

図9より明らかなごとく,ケース(1)では,B国C')2財はともにA国の2財よ

りも,世界市場では低い価値 として評価 されるゆえに,B国からA国に輸出さ

れるO ケース(2)では,道にB国が輸出品をまった くもちえないことになるoケ

ース(3)になってはじめて,A国が第 1財,B国が第 2財を輸出するという条什

が満たされる｡ このケース(3)こそ.まさに lJカー ドゥの例の t1-80人,t2-90

人,t′1-120人,t′2-100人という2国2財モデル(変形理解)の枠そのものであ
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図 9 基軸輸出財による国民的労働価値の換算率

ケ-ス(1)

t, t三 t三

ケース(3)

tE tZ t玉

(注) t上′′-i.′tl/t2′
t2′′-tg′i./tと′であるo

ケース(2)

1･I. 1

る｡ しかし,そ うしてしまうこと

は,中位の労働価値を換算率 とす

る木下悦二氏をはじめたとした国

際価値論の多 くの想定よりもさら

にモデルの内容が限定されること

になるだろう｡すなわち,両国間

において2財の相対的生産比の開

きがある, という通説的国際価値

論の条件に加えて,A国第 1財に

比 して, A国 第 2財の 生産価値

(価格)が高 く,B国第 1財に此

してIS国第 2財価値 (価格)が低

い, というきわめて特殊かつ限定 された条件が重要な制約条件 として設定され

てしまうのであるO 名和氏の基軸産業説に対する一般的な批判は, それが輸

入利潤だけを見て, 輸出利潤を無視する, というものであるが 28), より根源

28) ｢名和氏の所論で特徴的なのは,国民的労働の比重ないしその貨幣量表現が,その国の輸出/
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的には,あまりにも厳しすぎる条件設定に名和説が行きつかさるをえないこと

に反省的な批判がなされるべきだったのであるO①t⊥/t11<tE/t′2,④tl<t11,te<
t12,(釘tl<t2,t'L<t′2,という3つの限定が付加されるような財 として,われわれ

はどのような具体財を想い描けばよいのだろうかC.先述のように,モデルは,

包括的なものよりも限定的なものの方が切解すべき局面に就 く切 り込むことが

できる｡ しかし,過度の限定化は,モデル自体の存立根拠を失なわしめるので

ある｡過度の限定がモデルの普遍性を奪い,モデルをして#殊例におとしめて

しまうのであるO要するに,国民的労働価値の換算率を単なる ｢あるはずだ｣

ではなく,具体的な ｢大きさ｣ として実在感の確かなものに還元してみようと

する名和氏の意図をわれわれは貴重なものとして高 く評価するのにやぶさかで

はないが,しかし,少なくとも基軸産業説をつきつめるとき,理論の斉合性そ

のものが損われてしまうことに気つかざるをえないのであるO

とは言え,名和氏の意図は積極的に汲みとられるべきであろうO換算率を計

量化 しえないかぎり,国際価値論は 1歩も前に進展 しないことだけは,換算率

に関して考えうるかぎりの定義が与~ぇられたとしても,確かに予測 しうるこ､と

だからであるo晩年の氏が,なぜにあれほど賃金の国民的格差を問題にするよ

うになったのか｡最先端の工業分野ではどの国の技術係数 も同等であら (現代

の経済における技術進歩は, どの国で生産 しても同じ生産性を実現することが

できるという技術の標準化を生み出している)にもかかわらず,なぜに賃金格

差が縮小 しないのかOそもそも,1労働 日と3労働日とが交換される人頬史的

意味とは何なのかO名和氏は次第に焦点をこの問いに合わせるようになってお

られたようだ｡

＼ヽ産業 しこれは輸出産業全体ではなくて最も代表的な基軸産業を指している)における労働力の
対外較差によって決定される,いやより正確にいえばその対外較差そのものだという説である｡
むろんこの主張はノ相当根拠をもって提出されてはいるのだが,もし事態がそのとおりであるとす
るならは, 綿糸1単位の両国における価値価格は同一となり,したがってA国はその価値以
上の国際価格で綿糸をB国に輸出することができないのみならず,総じて綿糸をB国に輸出しう
る理由そのものが消え失せてしまうであろう｡そしてA国にとっての貿易の利益は,もっぱらB
国小麦を格安に輸入することだけに限られることになるだろう｣ (木原行雄 ｢国際価値法則につ
いて(中)｣『産業貿易研二究』24号,55べ-ジ)｡
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｢北7メ1)カにおける土工 とコンピューター製造工場の労働者 との間に賃銀

較差がそんなに大 きなものではな く, ラテン･アメリカの何処かの国の最新装

置を具えた大規模工場の労働者,それは性能においてアメ1)カの同種産業の工

場 と校へて大 きなヒラキはないのに,その賃鍍較差の大 きさに,不協和音に一

瞬あるいは日常的に,気付かずにいるか もしれないことに一瞬富のような閃き

を感 じた0人間の存在の同質性 という観念をであるO これ こそ労働価値説の本

質をなす ものであ りそして貿易理論を解 きうる鍵鯖であると｣2g)O

この名和氏のこだわ りを受けとめるとき,さらには,われわれが これまで検

討 してきたい くつかの袋小路を反省 してみるとき,そもそも2国2財モデルと

は何だったのか, という根源的な疑念をわれわれはどうして も払拭す ることが

できない. もともと国際価値論は,比較的資本制的生産様式の発達 した先進国

と,その発達があまり見 られない後進国とを表象 した ものであった (本稿,注

20のマル クスの引用④参照)｡ とすれば, そ もそ も同種の2財がモデルで想定

されていることに無理があったのではないだろうか｡少なくとも,19世紀中葉

以降の世界市場における基本的姿 とは/同種財の完備 していた両国のうち,先

進国側が工業財に特化 して,農産物を捨て.後進国側が先進国と同種の工業財

を捨てて, これまた先進国が捨てた (あるいは捨てる傾向を もつ)農産物に特

化するという形の農工分業であったのだろうか｡次の6つの論拠にもとづいて

それは否定されるだろうO第 1に先進国は農業を放棄 したわけでなく,農業の

生産力上昇 とともに,農業就業人 口の多 くを第 2次,第 3次部門に移 しただけ

にすぎないことo農業産出量は低下するどころか急 カープを措いて上昇 してき

たのが史実であること80)｡第 2に,特殊な事例を別に して,後進国では主力工

29) 名和統一 ｢国際不等価交換について- -マニユニル理論cT)検討- ｣(『現代の理論』10-14,
1975年)0
30) ｢技術進歩と新地域の開発とが多くの農業生産物を低廉化し,また大量市場が,その昔ぜいた
くな品として区分されていた多くの品目を供給できるような状況をつくり出した.より多くの.
そしてよりよい農機具,化学肥料の使用,改良された畜産と新方式による動植物病検査これらす
へでのものが農業生産の成長に大こきな貢献をした.こからの多くのイノベーンコソはヨーロッパ
外の諸国-と波及した｡新しい農業地域では別のものが開発された｡すなわち,労働不足,早ば
つ,短い成長季節.その他の諸問題が,それに対処するための新しい発明と技術革新を喚起し/メ
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業部門を もともと有 していたわけではない ことaL)｡第 3に, これが もっとも重

要 な点であるが, よしんば後進国の農産物が世界市場で廉イ酎こ販売 しうるとし

て も,そ もそ も余剰を出 しうるほ と生産力が高 くは な い こ と 82)osubsIStent

levelの農業生産力の低 さでは,工業部門に労働力を押 し出 しうる余力はな か

ったU)である｡弟 4に,先進国工業の爆発的な進展は,常に原料の物的不足の

危機をっ くり出 し88㌔ この陸路をわ破すべ く, まさに後進国の地において,後

進国の民族資本ではなく,先進国資本の手で原料生産が組織 された ことo Lか

労働力を,半ば強制的に共同体的村落か らひきはが して,そのプランテー シ ョ

ンに投 じて きた過程が世界市場 の創出過程にはかならなか ったこと｡第 5に,

その結果,原料生産国に切 り換え られた後進国農業への投資は極端に縮小 し

国際価値論では,農業国のはずの,その部門で有利 な地位を もつはずの後進国

で飢 えが顕現す るようになった こと｡ そこか ら後進国では,農業 と=業 との二

重構造 とい うよ りも,世界市場に直結 した原料生産部門 と伝統的農業部門 との

間に悲刻的な断絶, ない しは二重構造がつ くり出されて しまった こと34)｡第 6

＼たのであった｣(A G ケンウッ1- A L.ロッキード,岡村邦輔ほか訳 『国際経済の成長182O

-196〔也 文英堂.1977年,6--ソ)｡19世紀前半のことである｡

31) 当魚のことだが,工業化とはいかに新技術が需要の大きい新製品を開発するかという点に起点

があるのであって,旧製品をそっくりそのまま低廉化する点に務田があるのではないO確かに後

進国の村落=業は先進資本主義国とり接触によって衷過した｡しかし,それは価格競争の帰結で

はなくて,むしろ生産体系の暴力的変容 (主として土地制度の変革)によるものである｡本山芙
彦 『世界経済論』,前掲書,59-60ベーン,参周っ

32〕 ヌルク七の擬装失業論を想起されたい｡ ｢農民が自己の生存に必要である以｣二に余剰食糧を生

産できないような国では,製造品に対する十分な市場がないから,二亡業を確立させる誘因ははと

AJとない.逆にもし経済の非農業部分が後進的あるいは低開発的であれば,農産物に対する市場

が欠如しているために,農業の改良が阻害されるであろう｣ (ヌルク七｢-ランス成長と7ソ/､

ランス成長｣八一,ミラー編,ヌルクモ,河村溢男ほか訳 『世界経済の均衡と成長』,タイやモ/

ト社,1967年.289ペ-㌔)0
33) (資本主義は)｢自らの没落,死滅を欲せざる限り,原料基礎U)確保工作は一層大規模に,激

烈に展開されるのである｣ (名和統一 『日本紡績業の史的分析』,潮流社,1948年,ri7--ノ)｡

34) 資本制的要素と非資本的要素との断絶,併存,固定化を強調するのが JH Boeke,The

Z?ztereSisd ikeVoECele∫SFarEast,ZntTY)ducEzonofOr7eniaZEconom7ES,1948,p_3,で
あり,後者の徐 の々分解を認めるのが S H Frankel,771eEconomw ImpactonUnder-
DeruelDt,edSoLnC出e5-Es∫aツ∫0777niemaiwnaZZnveStme721andjh aZ(汲anBe.1953,/
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に,後進国住民は先進国の工業財を買いうるだけの余力をもたず, この後進国

を最大の顧客としていたイギl)スは,むしろ,原料生産に必要な資材を現地プ

ラソクー向けに売っていたこと｡多 くの工業諸国は自国工業財を後進国ではな

くて,むしろ,高所得わ先進工業国に販売 してきた し85),現在 もそうであるこ

とo第 6に,後進国の農業生産力の低さ,先進国のその部門の高さが,前者の

低賃金,後者の高賃金 (相対的にではあれ)を生み出す最大の理由であることo

Lかも,後進国の伝統的農業 と近代的セクター間の切断が,後進国農業生産力

の上昇 (むしろ,低下 してきた)をおさえ込み,後進国の低賃金構造を打破す

る経済的誘因が生まれに くいこと36)o

u上の6点は,史的事実,そしてなお現在 も事実 としてある世界経済の塾の

特徴点である｡ この種の特徴点の指摘はきわめて常識的なものにすぎないn し

か し,学的なものが現実の常識か ら遠ざかるとき,スコラ論議のジャングルが

そこには待ち受けているだけである.繰 り返 し言 うが,同種同財が両国に都合

よく再配置されたのではないo先進工業国に必要な原料 (国際的資金循環網の

形成に必要な世界市場商品を含めて)生産を具体的基軸 として,新 しく世界市

場に登場 した財が後進国で生産されるようになったのである｡したがって,国

際価値論の対象領域は世界市場で新たに生産を組織された後進国の財 と,先進

国工業財 との相互作用でなければならなかったOその意味においての農工分業

でなければならなかったのであるO

上記の事実を重視するかきり,国民的労偶むの換算率を,農業部門 (主要食糧

生産部門)の生産力の開きでとることがもっとも自然であることになろうO理

論的には (資本 と労働 との完全な国内可動性を想定 したときの)中位の国民的

＼p121であり,停滞性と資本制的葬素の全解を同時に訳FL)るのがJSFurnlVall(フア--グ
ァル)『蘭ED経済史』,南太平洋研究会訳,1942年,605ベーンであるD詳しくは小段文一『低開発
国工業化論』,東洋経済新報社,1965年,第2都第1章｢後進社二会の特質と経済的後進性｣参照｡

訳 『工業化の世界史- 1870-1940年までの世界経済の動態- 』,ミネルヴァ書見 1979年,の
本山美彦｢〈補論〉多角的貿易の型の発展｣,p18ト204,参照｡
36) W A LewIS.TheErLh'lutwnQftheZnternaぬフnalEconomulOrder,PrlnCetOnU P.
1977⊃pp 14-20,参府.
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労働の強度,生産力で換算率比較を行なうべきであることは言うまでもないO

この点は誤解を避けるために も強調しておきたい｡ しか し,その秤量がまず不

可能であるとすれば,輸出財か食糧における比較しか算定の現実性は残されて

はいないo ところが,前者では上述のように理論的斉合性を保ちえないO とす

れば,残された唯一の可能性は主要食糧にもとづく算定法しかなくなるであら

う｡しかも,後進国においてほ,資本と労働との国内完全可動性が保=証されて

はいないうえに,後進国工業部門と農業との再生産的連関はほとんど断ち切ら

れていること,近代的原料部門と産業部門との関連 もまた稀薄であること,こ

れ ら諸点を浮き彫 りにしようとすれば,先進国工業部門に対 して原料を供給す

る後進国の姿を典型例とした国際価値論的モデルが描かれてしかるべきであろ

う｡図10はそれを表象したものである｡ もちろん,世界市場のすへてをこの図

10に押 し込むことは妥当でない｡ しかし,象徴的な型 として見ることは許され

るであろうC

図10 表 象 さ れ る べ き 型

l

または､もっと単純化して

消光財(含農業)

国際価値論の2国2財モデルのいま1つの奇妙さは,これまでほとんどの場
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合に,先進国生産財の不変資本部門に後進国の輸出財が入 り込む事態を想定し

なかったことであるo これまでせいぜいのところ,後進国の輸出する生活資料

が先進国の可変資本部分に入 り込むと想定されたにとどまる｡ しかし,それで

もなおモデル化されたわけではない｡後者の局面の存在を否定することはでき

ないo Lか し,より重要な側面として.後進国の主力輸出財である原料が先進

国工業財の不変資本部分に入 り込み.さらに先進国の主力輸出財 (後進国向け

という限定づきでの)が後進国の原料ないしは消費財の不変資本部分に入 り込

む局面が一般例 としてあるの ではないだろうか｡さらに,硬進国村費期 (含農

莱)は,輸出余力がないものとして,先進国可変資本部分には入 らないものと

想定されてもよいであろうO同時に.現実には消費財である先進国のものが後

進国に輸出されているが.この局面も一応は無視してもモデルの質は変らない

であろう｡ このような方向に沿うモデル設定がなぜか国際価値論ではこれまで

試みられてこなかったのであるO先進国と後進国との間に働 く世界市場の作用

の不平等性を説明すべ く,理論構築の営為を国際価値論が続けてきたにもかか

わらず,抽象化 とは同種財の生産性格差の観念的抽出であるとしてすませてき

たのである｡繰 り返 し強調するが,世界市場論 というかなり理論次元の具体化

が図られねばならない領域の抽象化とは,均質の資本制的世界の想 定 とい う

『資本論』の ｢商品論｣の次元にまでつき進む抽象化と同義のものではないで

あろうO現実および歴史の全局面は簡単なモデルに押し込めるわけには行かな

いことはもちろんであるOそれゆえにこそ,世界市場におけるもっとも典型的

な姿のみがモデルでは象徴されるべきなのである｡ しかし,このような状況 卜

にあってわれわれは唯一U)例外をもっているO吉村正晴氏O-)試みがそれである.

少なくとも氏は,不変資本に入る輸入財を想定されていたのであるo

氏をこの問題に人 らせたのは,輸出超過利潤率が,その国の価格水準を上昇

させるだけで,一般的利潤率の引き上げ効果はない,というわれわれの立場に

通 じる氏の視点であったと思える87).貨幣数量説だとの批判を沿び なが ら も

37) ｢1国内の場合であれば,特別剰余価値が消滅するときから,相対的剰余価値の生産がほじ/
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表8 吉 村 正 晴 氏 の 設 例

(諸前提) ① 甲国 1労働 日-乙国 3労働 日=金 1g
◎ 生産手段の生産力においてEP国はZ｣国の 2倍o不

変資本部分の再生産に甲国は10日,ZJ国は20日かか
る｡

@ 生活資料の生産力において甲国は乙国の 2倍｡12

時間の労働の再生産に甲国は3時間,乙国は6時間
を必要 とする｡

④ 当該商品の生産力においてEFl国は乙国の 45倍O

JL

甲国のC,Ⅴ価値を乙国財で代替

(注) 吉村氏の元の数値は単純な四捨五入のミスあり｡
(※1)･-666 (※2)二◆1.66 (※3)･-3.33
(※4)一一0.83 (※5)-.21,66 となっている｡
(出所) 吉村正晴 ｢国際価値論争の中心点｣(『産業労働研究所報』
第3号,21-23ぺ-㌔,より要約)｡

＼まる｡或る生産方法の改良が,同時にこの2つのものをつくりだすことはないOこれに対して.
世界TTf場の場合は, 1国における生産方法の進歩は, それが生活,資料の生産に関連をもつ限り
では,同時に二重の剰余価値の増加をもたらしうる｡また,前者の場合は.改良された生産方法
が一般化したときにのみ,特別剰余価値が消滅するが,後者の場合には,貨幣の相ヌ軸勺価値が低
下すれば,価格の上ではその相違が消滅し,したがって.特別剰余価値が消滅するからである｡
そして,この場合は,それが消滅して相対的剰余衝値の生産が始まるのではなくて,その消滅の
結果,相対的剰余妬値だけが後に残ることになるのである｣(吉村正晴 ｢世界市場と価値法則｣
『産業労働研究所報』第12号,73ペ--ゾ)｡
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(確かにその気味がないとは言えない), 単なる最終財価格が価値以上で得る

一時的利得に国際価値論の存在理由を見出すだけでよしとするのではなく,そ

こに生起するプロセスを重視される氏の姿勢がこの想定を生み出したのであろ

う｡氏の設例は表8で示すことにする｡氏の設例には単純な計算 ミスがあるの

で訂正 しておいた｡

氏の設例では甲国と2国との国民的労働価値率は3:1であるO 綿 糸 で は

4･5:1, 生産財~と生活資料は2:1である｡ したがって,綿糸が甲国から2国

に輸出され,2国から生活資料が甲国に輸出されることになる｡ これだけだと

他の通説と同じになるが,氏の新鮮さは,甲国綿糸の不変資本部分に2国生産

財が入 り込むという点にある｡ しかも,氏の設例を注意深 く見れば,甲国は輸

出部門,生産財生産部門,消費財生産部門の3部門構成になっていることが分

かるだろう｡すなわち,甲国は綿糸のみを乙国に輸出するかこすぎず,後進国の

乙国が甲EElに対~して,綿糸用生産Rオ〔原料のことを氏は想い浮かべておられる

のかも知れない)と消費財の2財を輸出しているのであるO この3部門分割,

しかも甲国輸出財が自国内に入 り込まない生産財である点は後述の柴田固弘氏

の想定 と同一のものであるO

具体的には,甲国第1部門の不変資本部分は,国内調達すれば財 1単位当た

り金10gを要するが, 輸入財でこの部分を賄えば,初期の金10gに貨幣価値格

差 と生産力格差 とを乗じた値,10×1/3×2-667が得られることになろう｡同

じく,可変資本部分イⅤ)についても,これを国内生産された生活資料で賄うかぎ

ら,金2.5g必要であったのに,輸入財を導入すれば,2.5×1/3×2-167gと大

幅にコス トが安 くなるo こうして,貿易開始後の甲国絹糸の費用価格は 2/3×

(10十2.5)gとなる｡もし,乙国市場で甲国綿糸が金30gで販売できれば,利潤

総額は 30-2/S〉〈(10+25)±217gと,貿易開始以前の7,5gに較ペ て大幅な

超過利潤を得ることになるだろう｡75gを超える14,2gが特別剰余価値として

甲国のもとに入るのである｡ もちろん,吉村氏の説にしたがうかきり,この特

別剰余価値は一時的なものであり,甲国国内価格の全般的上昇によって解消さ
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れるものの,少なくともC部分,Ⅴ部分に関するかぎりは廉価に輸入する条件

が継続するので (生産物価格の一般的騰貴があればますますそうなる), 甲国

綿糸部門は不断の特別剰余価値を取得しうることになろう｡

もう多言は要すまい｡V部分充当用輸入財については.これまでも意識され

てきたが,C部分輸入のモデル化はほとんど吉村氏を除いてなかったのではな
かろうかO吉村氏にあってはじめて,後進国の輸入財の存在を小可欠とする先

進国生産財の位置,すなわち後進国Or)全産業部門のうち世界市場に直結する部

門を組み込んだ形で,より広い甲国の再生産構造をモデル化できる展望が閃か

れたのであるo

しかし,氏のこの貴重な着想も,この部門分割が現実にそぐわない点が,そ

れ以上の進展をはばんでいるUとくに,甲国のもっとも生産力の高い綿糸部門

の不変資本部分が,そっくり,後進国からの輸入財に頗るという想定はあまり

にも現実ばなれしているo不変資本部分を生産財であるとすれば,先進国の綿

糸部門が後進国製織磯を使って,綿糸を作ることの意外さが出てくるし,もし

もこのC部分を原料のみとすれば,他部門と比してきわめて生産力の高い甲国

綿糸部門が固定資本なり,機械設備なしで高生産性をあげているというように,

これまたおかしなことになってしまう｡

第2に甲国の綿糸は乙国のどの産業部門と入り込むのかが明示的ではないO

この財は後進国産業部門の不変資本部分に入 り込むのか,それとも可変資本部

分に入り込むのか,その差異によって,後進国 (乙国)の産業部門-の作用の

仕方に大きな相違が出てくるであろうo

Lかし,いずれにせよ吉村氏の通産は,2国全体を包含する再生産構造モデ

ルを構築することの必要性を示してくれているのである｡

(この稿未完)


